
　
平
成
十
二
年
度
の
予
算
を
、
財
政
指
標
や
年
ご
と
の
数
字
の
推
移
で
見
て
み
る
と
、
税
収
減
や

市
債
の
返
済
の
増
加
な
ど
で
、
ま
す
ま
す
厳
し
さ
が
増
し
て
い
る
の
が
分
か
り
ま
す
。
厳
し
い
財

政
状
況
の
中
、
市
民
の
み
な
さ
ん
の
要
望
に
即
し
た
堅
実
な
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。�

■公債費と公債費負担比率の推移（普通会計）�
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市
税
収
入
の
落
ち
込
み
に
よ
り
（
グ
ラ
フ

①
）
、
自
ら
確
保
で
き
る
収
入
が
ど
れ
だ
け
か

を
示
す
自
主
財
源
比
率
（
市
税
や
使
用
料
・
手

数
料
な
ど
、
国
や
県
に
依
存
し
な
い
財
源
の
、

歳
入
に
占
め
る
割
合
）
は
、
六
八
・
五
％
で
、

前
年
度
を
三
・
四
ポ
イ
ン
ト
下
回
り
、
さ
ら
に

厳
し
い
台
所
事
情
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た

め
、
財
源
の
三
割
以
上
を
市
債
や
国
、
県
に
依

存
せ
ざ
る
を
得

ず
、
財
源
不
足
の

自
治
体
に
国
か
ら

交
付
さ
れ
る
普
通

交
付
税
を
、
前
年

度
に
引
き
続
き
受

け
る
と
見
込
ま
れ

る
こ
と
か
ら
、
本

年
度
は
三
十
二
億

三
千
万
円
の
普
通

交
付
税
を
計
上
し

ま
し
た
。�

�

���

　
市
税
な
ど
使
い
道
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
収

入
が
、
市
債
の
返
済
（
公
債
費
）
に
ど
れ
だ
け

使
わ
れ
た
か
を
示
す
公
債
費
負
担
比
率
は
、
通

常
一
五
％
が
警
戒
ラ
イ
ン
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

本
市
は
、
平
成
十
年
度
で
一
四
・
九
％
、
平
成

十
一
年
度
で
は
一
五
・
三
％
と
な
る
見
込
み
で

（
グ
ラ
フ
②
）
、
こ
れ
ま
で
の
返
済
が
重
い
負

担
に
な
っ
て
い
ま
す
。�

����

　
投
資
的
経
費
に
は
、
国
か
ら
の
補
助
に
よ
る

事
業
と
単
独
事
業
が
あ
り
ま
す
。
本
年
度
予
算

で
は
、
補
助
事
業
は
北
部
清
掃
工
場
整
備
事
業

の
減
少
な
ど
で
二
〇
・
四
％
減
と
な
る
一
方
、

単
独
事
業
は
道
路
、
街
路
事
業
な
ど
の
増
加
で

一
五
・
四
％
増
と
な
り
、
投
資
的
経
費
全
体
で

は
前
年
度
比
〇
・
一
％
増
（
グ
ラ
フ
③
）
。
苦

し
い
財
政
状
況
の
中
で
、
大
型
の
事
業
は
な
く

て
も
、
市
民
の
み
な
さ
ん
の
要
望
や
こ
れ
か
ら

の
ま
ち
づ
く
り
に
必
要
な
事
業
を
重
点
的
に
展

開
し
て
い
き
ま
す
。�

歳
入
の
現
状�

借
り
入
れ
と
返
済�

投
資
的
経
費�

■市税収入の推移（グラフ①）�
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■投資的経費の推移（グラフ③）�

（10年度までは決算額、11年度は3月補正後予算額、12年度は当初予算額）�

（10年度までは決算額、11年度は3月補正後予算額）�

（すべて当初予算額）�


